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第１章　調査の概要

１－１　調査の背景・目的

１－１－１　背　景

　2005 年 1 月に神戸で開催された「国連防災世界会議（WCDR）」において小泉首相（当時）は

「防災協力イニシアティブ」を提唱し、ODAを通じて防災協力を積極的行うことを表明。同会議

では以下３つの戦略目標を含む「兵庫行動枠組み2005～ 2015年：災害に強い国・コミュニティ

の構築」を採択し、10 年間で災害による人的被害、社会・経済・環境資源の損失が実質的に削

減されることをめざすこととなった。

①　持続可能な開発の取り組みに減災の観点をより効果的に取り入れる。

②　すべてのレベル、特にコミュニティレベルでの防災体制を整備し、能力を向上する。

③　緊急対応や復旧・復興段階においてリスク軽減の手法を体系的に取り入れる。

　同年 4 月のアジア・アフリカ首脳会議では、わが国政府はアジア・アフリカ地域を中心に、

今後 5年間で 25億米ドル以上（無償 15億米ドル以上）の防災分野に係る支援を表明。これらを

踏まえて、外務省は平成 18年度予算より、「防災・災害復興支援無償」を新スキームとして立ち

上げ、インドネシア共和国「ジャワ島中部地震災害復興支援計画」及びグアテマラ共和国「熱帯

低気圧スタン災害復興支援計画」を実施した。

　南アジア地域は、地震や津波などの地震災害が多い地域であるが、防災対策については十分

とは言い難く、持続的・自立発展的な経済成長のための支援ニーズは極めて大きい。2006年7月

31 日に開催された「日本・南アジア地域協力連合（SAARC）シンポジウム」では、同地域の共

通課題としての「防災」分野における協力を一層推進していくことが提案され、「SAARC防災セ

ンター設立」などの動きにつながった。わが国は 2005年 11月に SAARCへのオブザーバー参画

が認められ、わが国が豊富な知識・経験を有する「防災」分野における協力を更に推進し、SAARC

諸国の安定的発展及びわが国との関係強化を図る体制づくりが進められた。

　上記を踏まえて外務省は、SAARC 諸国に対する防災協力事業の具体化を図るため、内閣府

（防災担当）、国際復興支援プラットフォーム〔国連開発計画（UNDP）/ 国際復興支援プラット

フォーム（IRP）〕、JICA等との共同作業により、同地域における地震及び津波防災に係る支援事

業のあり方を検討するとともに、IRPが提案した以下2つの柱からなる協力コンセプトに係る合

意形成を図るため、各国政府及び UNDP 事務所等の意見聴取を行った。

①　公共建築物等の耐震化を中心とするコミュニティ地震防災対策

②　津波シミュレーション･システム導入による防災能力向上

　また JICA は、過去に実施してきた地震防災事業に係る経験等を踏まえて、この IRP による協

力コンセプトの具現化に向けた合同プロジェクト形成調査を UNDP と合同で実施し、支援ニー

ズ、実施方法、実施体制などのあり方に係る詳細を検討した。本レポートはその結果を取りま

とめたものである。

１－１－２　目　的

　（1）インド、ネパール（及びその他 SAARC 諸国）における自国向け及び広域的取り組みと

しての地震防災事業の実態（政府機関、研究機関、ドナー、NGO 等）を把握分析する。こ

の分析には、広域的な支援拠点となり得るデリー SAARC 防災センターの活用方途に加え
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て、各国における既存の防災行政・試験研究ネットワークの活用可能性の確認を含むもの

とする。

（2）UNDP/IRP による事業提案プロポーザル（Earthquake Risk Reduction and Recovery

Preparedness for South Asia Region：ERRP）に対する各国政府及び UNDP 事務所の見解、

JICA 技術協力及び他ドナー等資金協力等との補完性を十分に考慮し、わが国防災無償の支

援ニーズとその有効性を高めるための戦略を技術的に検討する。

（3）事業モニタリング、評価、広報を含めた実施体制について明らかにする。

（4）事業費概算を含む事業計画を確認し、技術的提言を行う。

（5）その他、インド、ネパール（及びその他 SAARC諸国）を対象とした地震防災事業におけ

るわが国 ODA 支援のあり方への技術的提言を行う。

１－２　調査の日程

　2007 年 1月 28 日（日）～ 2007 年 2 月 5 日（月）。

　詳細は表１－１のとおり。

１－３　調査団の構成

　【JICA調査団】

No.

1

2

3

4

氏　名

大井　英臣

Mr. Hidetomi

OI

近藤　匡

Mr. Tadashi

KONDO

西川　智

Mr. Satoru

NISHIKAWA

楢府　龍雄

Mr. Tatsuo

NARAFU

所　　属

JICA課題シニアアドバイザー

Senior Advisor,

Global Environment Department,

Japan International Cooperation

Agency (JICA)

外務省 国際協力局 無償資金・技術協

力課 課長補佐

Deputy Director,

Grant Aid and Technical Cooperation

Division,

International Cooperation Bureau,

Ministry of Foreign Affaires (MoFA)

内閣府 災害予防・広報・国際防災推

進担当

Director for Disaster Preparedness,

Public Relations and International

Cooperation,

Cabinet Office (CAO)

建築研究所 審議役

Senior Coordinator for International

Cooperation,

Building Research Institute (BRI)

役　職

総　括

Team Leader

無償資金協力

Grant Aid

Cooperation

防　災

Disaster

Management

耐震設計

Administration

for Earthquake

Resistance

Construction

派遣期間

1月 28日～

2月 5日

同　上

1月 28日～

1月31日

1月 28日～

2月 5日
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　【UNDP/IRP 調査団】

No.

5

6

7

氏　名

鈴木　弘二

Mr. Koji

SUZUKI

村田　昌彦

Mr.

Masahiko

MURATA

ソヘル・カーン

Mr. Sohel

KHAN

所　　属

アジア防災センター 所長

Executive Director,

Asian Disaster Reduction Center

(ADRC)

国際復興支援プラットフォーム事務

局 復興専門官/アジア防災センター

研究部参事

Recovery Expert,　International

Recovery Platform (IRP) / Senior

Expert, ADRC

国際復興支援プラットフォーム事務

局 プログラム分析官

Programme Analyst,

IRP / United Nation Development

Programme (UNDP)

役　職

副総括

Co-team

Leader

プログラム形成

アドバイザー

Programme

Formulation

Advisor

プログラム調

整員

Programme

Coordinator

派遣期間

1月 28日～

2月 2日

1月 28日～

2月 5日

同　上

１－４　団長所感　（インド、ネパール、ブータン）

（1）更なる調整により詳細を詰めるべきところは認められるものの、インド、ネパール、ブータ

ン王国（以下、「ブータン」と記す）における各国協議を通じて、わが国政府が実施を検討中

である「防災・復興支援無償（UNDP 経由）」の基本的な協力方針及び枠組みに係る関係者間

の合意形成が図られた。今後プロジェクトの準備、実施の期間を通じ、関係者の現在のモメ

ンタムが継続することを希望する。

　　現地協議を比較的円滑に完遂できた要因として調査団派遣前の各国現場における事前準

備・調整があげられる。協力していただいた関係者に対して感謝の意を示したい。調査団派遣

前に、ERRP を日本大使館及び JICA 事務所と共有し、先方関係機関と現場関係者が事前協議

を行ったことにより、各国支援ニーズや諸課題など、議論のポイントがあらかじめ想定でき

た。

　　また、各国ともに防災分野に係る取組みを重視しており、本プロジェクトに対する期待が

大きいことが伺い知れ、いずれの国においても先方関係者の真摯な対応と建設的立場での発

言を得られたことが印象的であった。

（2）進展度は異なるものの、各国において防災分野に係る取り組みがダイナミックに進展しつ

つあることが理解された。

　　インドでは、内務省及びUNDPが中心となって、全国の主要な災害危険地域をカバーする国

家災害危機管理プログラム（Disaster Risk Management Programme：DRMP）を実施中であり

（2002 年～）、2006 年には National Disaster Management Authority（DMA）を新設するなど

SAARC地域の先駆的存在となっている。内務省から「中央政府の方針を地方の末端まで全国
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レベルで実施に移す段階にある」という説明があったが、インドの防災の進展を如実に表現し

ている。今後の動きに注視したい。

　　ネパールでは、JICA 開発調査「カトマンズ盆地地震防災計画調査（2002 年）」が高く評価

され、各提言を踏まえた地震防災行政を実務的に開始している。一例として、ラリットプー

ル市にて建築基準法施行の実務（耐震設計審査等）が開始され、他のいくつかの都市でも追随

する動きがみられる。

　　また、ネパールでは、2007 年以降、UNDP の支援を得て、全国市町を対象とする地震・

防災コンセプト･ノート（Urban Risk Management in Nepal：URM）を作成中である。

　　ブータンでは、内務文化省地方行政局が UNDP 支援を得て、ブータン初の国家災害危機管

理フレームワーク（Strengthening the Disaster Management Capacities in Bhutan - Implementation

of the National Disaster Risk Management Framework：NDRMF）が策定され（2006年）、National

Committee on Disaster Management（NCDM）が設立されるなど、防災分野がようやく発生期

（nascent）の段階に入った状況である。

　　このような状況の下、訪問した各国とも、わが国が提案した協力枠組み ERRP に対し、支

援ニーズに適い時期的にもタイムリーであるとして、歓迎し大きな期待を表明した。

（3）上に例示した各国の防災の基幹をなすプロジェクトや戦略（インドの DRM、ネパールの

URM、ブータンの NDRMF）は、いずれも UNDP の支援で実現したものである。実態詳細を

把握したものではないが、UNDP は当該地域の防災分野支援に根をおろし、地域の諸事情を

含めた多くの知見・経験を生かしつつ活動を展開している。このことから、UNDP はわが国

政府が検討中の「防災・災害復興支援無償」の委託実施機関として適当であると考えられる。

（4）他方、わが国政府としても、地震防災分野に係る様々な途上国支援を実施中である。例え

ば、先述のネパールにおける「カトマンズ盆地地震防災対策計画調査」、パキスタン・イスラ

ム共和国（以下、「パキスタン」と記す）における北部大震災復興・復旧事業、ブータンにお

ける「建築物耐震検査」「災害救助」ボランティア事業や集団研修のほか、エルサルバドル共

和国やペルー共和国における JICA事業、建築研究所のアジアパートナーシップによる研究協

力などがある。今般調査においても、各国より本件無償の実施に際しての日本人専門家等の

協力につき要望がなされた。このことからもUNDP経由の無償資金協力事業の枠組みを活用

したADRCの日本人専門家ネットワークを活用したりJICA事業との連携を検討していくこと

が望まれる。また本プロジェクトで得られる知識・経験を広く、他の途上国支援にフィード

バックする取り組みも重要であろう。

（5）開発途上国では貧困国ほど施策上、防災分野の優先度が低いといわれる。南アジア地域は

世界有数の「災害多発地域」であると同時に「貧困地域」である。それにもかかわらず各国と

もに防災分野に係る取り組みに対する強いコミットメントを示したことは印象的であった。

（6）また「防災分野」は、国境を越えた地域的な共通課題であり、広域プロジェクトとして取り

組むメリットは大きい。SAARC諸国における地域間協力の基本精神にのっとり、各国が協力

して取り組むべき格好の対象であるところ、本プロジェクトの推進と成功が強く望まれる。
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